Ⅱ　09当初予算闘争の推進について（案）

賃金確定闘争継続課題および給与等の独自削減提案に対するたたかい

１　若干の経過と情勢

（１）08賃金確定闘争の結果について

①　2008人事委員会勧告の状況は、地域民間賃金水準の反映がより強く求められた結果、公民較差厳格に反映させる地域が出てくるなど、地域間の格差が明確になった結果が示されました。一方、北海道においては、札幌市人事委員会は民間給与の実態調査からほとんど較差が生じなかったことから、給料表・一時金とも改定を行わない勧告を行いましたし、道人事委員会においては、この４月より新たに４年間継続とした給料等の独自削減の影響を考慮し、例月給与・一時金とも改定しない勧告を行いました。ただし、所定勤務時間の短縮については、道内民間企業の所定労働時間調査の結果を、１日７時間40分、１週間38時間48分と公表し、いずれも１日８時間・週40時間を下回る結果を明らかにするとともに、人事院勧告と同様な方向で短縮に向けた対応について報告を行いました。
②　自治労北海道本部としては、10月２日～３日に開催した第49回定期大会において、所定勤務時間短縮を重点にした今年の賃金確定闘争の方針を確認しました。しかし、人事院勧告の取り扱いが政府の給与関係閣僚会議において、国家公務員の人件費問題などの課題と合わせて、異論が多々出されたため、閣議決定が大幅に遅れました。また、道内市町村においては、ここ数年間に退職手当債等の認可に関わり、勤務時間の延長を余儀なくされた自治体が多数あったことから、所定勤務時間を短期間の間に改めて短縮することは困難を極めました。11月14日にやっと完全実施に向けて閣議決定されたものの、給与法・勤務時間法等の閣議決定が行われず、事実上、賃金確定闘争の山場を超えて、交渉を継続せざるを得ない単組が多々生じました。なお、給与法等の改正案は12月２日の定例閣議において、閣議決定されましたが、延長された臨時国会での審議状況は見通せない状況であり、早期の法案成立に向けて、公務員連絡会・自治労本部の対応を強める必要があります。

③　勤務時間短縮について、賃金確定闘争段階では、現行勤務時間40時間の104自治体中、46自治体において、2008年４月から短縮回答を得るか確約を得たに止まりました。また、９単組が「近隣の動向次第」としているところです。残りの49自治体においては、引き続き、09当初予算闘争において重点課題として交渉を継続することとなりました。道本部としても、各地方本部・各単組の現段階での到達点を踏まえて、引き続き、交渉が前進するよう諸条件を整備することとします。

（２）自治体財政を理由とした独自削減及び自宅所有者の住居手当関係

①　財政事情を理由とした独自削減は、08年４月１日現在、117単組で実施されているところです。10月に行った道本部・地方本部合同オルグでは、今後の09年度予算編成にあたって提案が出てくるのではないか、という状況について多くの単組から報告されています。また、現在実施中の独自削減を2008単年度の実施、あるいは2008年度までという自治体が多数に上ることから、09当初予算闘争段階において、現在実施中の多くの単組で次年度実施について嵩上げを含む提案が想定されます。また、未実施の単組についても、新たな提案を警戒する必要があります。自治体財政健全化法の施行に伴い08年度決算から対象となってくることから、健全化４指標における危険水域単組においては、09年度予算についても非常にシビアな予算編成が想定されます。道本部は、自治労本部・連合・組織内国会議員との連携を強めるとともに、対総務省・対道交渉を強化し、一層の取り組みを展開していくこととします。

②　自宅所有者の住居手当については、自治体職員の性質上、人事異動がないことを前提としており、国家公務員の制度に枠組みは準ずるとはしても、職員の実態が大幅に異なっています。また、自治体の独自財源として存在する「固定資産税」に寄与するということを考慮し、住宅取得を促進してきたことなど、この間、こうした事情を理由に、借間・借家に係る住居手当との均衡を考慮して、金額を定めてきた経過にあります。よって、安易な見直しは認めることなく、十分な交渉・協議が必要です。しかし、人事院が09年勧告に向けていよいよ廃止を前提に検討に入っていることから、見直しは必至の情勢にあるとの認識のもと、全国的にも高水準にある支給額の維持に向けて、早めに具体的な事情を集約しながら、中央段階での交渉に役立てていく必要があります。

（３）新たな人事評価制度導入の動きについて

①　給与構造改革の大きな柱である「新たな人事評価制度導入」については、国家公務員において現在、リハーサル試行が実施されており、本府省においては、2009年４月から本格運用されます。ただ、当初は出先機関も同時に実施する方向でしたが、１年間先送りされ、2010年４月から実施の方向です。いずれにしても勤務実績を昇給や勤勉手当に反映させようとする動きが早まってきているのは事実ですが、導入の根拠規定となる地方公務員法の一部改正案は、現在のところ国会において継続審議中となっており、自治労としては、法案そのものに標準職務分類基準表を条例化すると明記されているため、法案の成立は勿論、最悪の場合でも十分な修正を図るよう取り組んでいるところです。

②　このような動きを踏まえ、国の出先機関すら2010年４月の導入を検討していることから、拙速な導入に対しては反対していくこととし、この点は労働条件の重大な変更につながることから、十分な検討と労働組合との協議・合意をもとめる必要があります。現段階では道本部調査によるといくつかの単組で具体的な提案の動きが出てきているところですが、仮に提案が避けられない場合は、第105回道本部中央委員会で確認した「人事評価制度に対する単組交渉の指針」をベースに引き続き各自治体段階での交渉・協議を行うこととします。

２　たたかいの展開

（１）市町村の予算編成作業の日程から、北海道における予算編成時期の山場（地公三者・全道庁労連当初予算闘争の山場）＝１月28日（水）よりは早い１月23日（金）を第１段階とし、第２段階は、市町村当初予算議会前の２月６日（金）を山場とし、それぞれ道本部統一29分ストライキ（上限１時間）を配置します。議会日程の関係から統一闘争に結集できない単組は、道本部と協議の上、別途山場を設定します。

（２）各地本・単組は、１月22日から２月５日までを単組集中交渉ゾーンとして設定し、要求の実現をめざします。

（３）各地本は、単組代表者会議等で取り組み方針の徹底を図るとともに、道本部も地本と連携し、全単組オルグの実施など組織対策に全力を挙げます。各単組も、職場集会・学習会を開催し、組合員に要求やたたかいの意義を周知します。

３　たたかいの基本及び要求指標

（１）勤務時間短縮など賃金確定闘争継続課題への対応について

　　　賃金確定期において継続協議となった勧告関係の課題については、すでに示している「妥結基準」を基本として交渉を進めます。所定勤務時間短縮の時期については、2009年４月からを基本としますが、最低でも2009年度内をめざして、交渉を進めることとします。

（２）独自の賃金削減への対応について

①　独自の賃金削減については、一方的な実施に反対し、十分な労使交渉と財政見通しの明示などを求めます。同時に、長期間の実施に反対し期間限定を明示させます。なお、提案理由に自治体財政健全化法によるところがある場合は、４指標を具体的に示させ、期間等明確化を求めながら、交渉することとします。

②　財政状況が厳しい自治体にあっては、年内に該当単組に対してオルグを配置して状況把握を急ぎ、具体的な対応策を地方本部・単組と意思統一し、交渉を強めることとします。また、他市町村への影響を最小限にとどめるため、地方本部・道本部との十分な連携の下で、獲得課題を個別に設定しながら、交渉を進めることとします。

③　その他、確定闘争の継続課題及び当初予算要求関係、定員確保等各単組の独自課題の要求解決を図ります。

（３）住居手当見直しなどへの対応について

持ち家の住居手当の見直しが給与の適正化課題として提案されている自治体が見受けられますが、人事院が廃止の検討を09年勧告に向けて検討をしていることから、本格的な議論は勧告が出されてから行うこととし、今次協議では決着させないよう取り組みを強めることとします。

４　具体的な取り組み

（１）道本部の取り組み

①　道本部春闘討論集会・地本別討論集会において山場に向けた意思統一を深めます。

②　道、市長会および町村会交渉を実施します。

③　各単組からの賃金実務の照会に応える体制を確立します（組織労働局で対応）。

④　「自治労北海道」を含め単組・地本への情報・発信を強化します。

（２）各地本・単組の取り組み
①　各地本は、地本としての闘争方針を策定するとともに、各単組も執行委員会を開催するなど、当初予算闘争の具体的な闘争体制を確立します。

②　特に「財政健全化法」に関連する独自削減に関しては、地本・単組が十分な情報共有に努め、道本部との連携の元で、削減水準・期間など具体的な交渉指針を定めて取り組みを進めることとします。

③　ヤマ場に向けて要求の実現をめざし、組合員参加の当局交渉を配置します。集中交渉期間は、１月22日（金）～２月５日（金）とし、山場が早まる単組は、別途協議して交渉期間を設定します。さらに、最終ヤマ場にむけては、必要に応じて重点単組オルグを実施します。

④　妥結については、必ずその情報を地本に報告するとともに、地本は道本部との協議の上、判断します。
自治体財政健全化法に対する取り組み

１．若干の情勢

　自治体財政健全化法のもとで、2007年度の決算から自治体の決算状況が公開され、「早期財政健全化基準」、「財政再生基準」に該当した自治体は、全国で43自治体、公営企業会計で「経営健全化基準」に該当した会計は病院や公共交通機関など156の会計に及んでいます。道内においても、2007年度決算では、再生団体に夕張市・赤平市が該当となり、留萌市や積丹町など12自治体が早期健全化団体となりました。2007年度決算で再生・早期健全化団体に該当となった自治体は、年度末決算に向けての収支改善策をはかっています。

　一方、2009年度予算編成にあたっては、道路特定財源からの1兆円交付金問題や地方財政審議会からの地方交付税の増額提言など、地方に配慮した2009年度地方財政計画などが予測されますが、地財計画が確定されるまでは予断を許さない状況であります。

　各自治体においては、基金の取り崩しや人件費の削減などで、健全化計画を進めていますが、2009年度予算編成では引き続き、財政状況を理由とした賃金合理化等が提案される自治体が多数出現する可能性が高いと考えられます。

２．取り組みの基本的考え方

健全化法の問題点は、国が定めた財政基準の枠の中に自治体の財政運営が押し込められてしまいます。財政悪化の警告ラインである「財政健全化基準」に該当した場合、「健全化計画」のもとで、自治体が自主的に健全化を行うとの建前となっていますが、実際には国の財政監視が強まるなかで、財政基準が過剰な圧力となり、行財政運営が歪められてしまう恐れがあります。

財政の役割とは、公共サービスの提供を財源面から支えることですが、財政基準にあわせて公共サービスを切り詰めなければならない、という本末転倒な事態が生じます。これによって、行政サービス水準の引き下げ、住民負担の増加、不採算を理由にした公立病院の閉鎖・再編が促進するなど、市民生活に重大な影響が生じることが予想されます。

一方で、健全化法の財政基準をクリアすることは、起債制限などの財政運営上の制約が回避されたに過ぎず、財政の健全性が認められたということにはなりません。現に、財政基準に該当しなくても、ぎりぎりの財政運営の自治体は多く存在しています。

重要なことは、財政基準をクリアするか否かでなく、健全化法の財政指標から財政状況を正確にとらえ、地域にとって必要な公共サービスとは何かについて、行政が考えることが求められています。

　今回の新法による団体の指定は「2008年度決算」に基づいて行われますが、2009年度以降についても同様に行われることとなります。したがって、毎年度の予算策定は重要な内容となり、予算策定の中で財政状況を理由に賃金合理化等が提案される可能性が一層高まることが考えられます。その合理化に対する組合としての姿勢は、「将来的な財政状況の推計と地域にとって必要な公共サービスとは何か」について明確にさせ、「合理化提案については労使合意が基本」を確認し、その上で具体的な議論を行うこととします。

３．具体的取り組み

自治体予算編成期に2007年度決算状況の把握や財政分析に取り組み、「2009年度自治体予算編成のための政策要求書」を参考に議論を進める中で要求書を提出し、自治体予算に関る労使協議をめざすこととします。

	①　自治体財政健全化法の施行を踏まえ、財政指標のみを基準に事業のあり方を判断せず、住民生活に直結する医療、福祉、環境、ライフラインなど公共サービスの確保を最優先とする自治体予算編成を行うこと。
②　2008年度決算の推計を基に自治体健全化法4指標の数値を明らかにすること。

③　2007年度自治体決算(特別会計・第3セクターなど自治体関係の会計を含む)の状況、2008年度地方交付税算定の状況など、予算編成に関わる情報の開示と十分な説明を行うこと。
④　不要不急事業の見直し、予算の組み替えなどについて労使協議を行い、必要財源を確保すること。
⑤　増大する新たな行政需要に対する基準財政需要額の的確な算定を求め、地方交付税法17条の４の規定を活用し、国に意見を申し出ること。
⑥　退職手当を含め人件費にかかる必要な財源を確保すること。
⑦　公共サービス水準を向上するため、委託費などの公正労働基準を確保するための予算措置を確保すること。


【道本部の取り組み】

　①　財政健全化法に基づく指標により再生団体・健全化団体に該当する自治体単組に対するオルグを実施します。

2 地方財政確立のための政策実現に向けて、本部へ意見反映を行います。

3 政策要求の取り組みを促進し、具体的な成果と課題を把握します。

4 自治体財政セミナー（２月10日）など、学習会を開催します。

【地方本部の取り組み】

1 単組の財政状況、合理化提案状況を詳細に把握します。

2 「早期財政健全化基準」、「財政再生基準」に該当した自治体単組状況を詳細に把握します
3 地方本部単位での学習会などを開催します。

4 政策要求の取り組みを促進し、具体的な成果と課題を把握し分析を行います。

5 交渉を前進させる体制づくりを単組と議論しながら確立します。

【単組の取り組み】

①　決算統計、財政指標の公表内容について自治体当局に説明を求めます。

②　「早期財政健全化基準」、「財政再生基準」に該当した自治体単組は、当局に対し計画策定に向けたスケジュールや考え方を明らかにさせます。
③　すでに財政健全化計画が策定されている自治体においては、財政分析の実施や「チェックポイント」（第49回道本部定期大会の当面の闘争方針）を参考に計画の検証に取り組みます。

④　具体的には「対策のポイント」や「政策要求」を参考に議論を進める中で要求書を提出し、自治体予算に関わる労使協議を進めます。

⑤　再生団体や早期健全化団体を回避することを理由に合理化を提案されて、すでに妥結済の単組は財政状況見通しについて確認し、健全化団体からの回避することを確認します。財政状況への見直しに変化があった場合は、その責任を明らかにします。

⑥　新たな再生団体や早期健全化団体を回避することを理由とする合理化提案があった単組は、その原因を明らかにするとともに財政再建計画について明らかにさせ、合理化の根拠の明確化と計画について労使協議を行います。

社会福祉施設の民営化動向に対する取り組み

１．社会福祉をめぐる情勢について

　早期解散・総選挙が確実な「選挙管理内閣」としてスタ－トした麻生内閣は、「景気対策が優先、政治空白は作らない」として総選挙を先送りし続けています。また、小泉政権を継承する規制緩和の拡大による公共サ－ビス市場化政策を転換することもなく、この間形成された「格差社会」のセ－フテネットであるべき社会保障についても抑制方針は堅持され、市場システムの大幅導入は、社会制度に様々な問題を発生させています。

　急激な福祉制度改革や民営化・市場化動向、深刻な福祉労働市場が逼迫し、劣悪な労働条件の中、離職率が極めて高く、流動的な労働市場が形成された結果、福祉サ－ビスの担い手をめぐる状況は深刻な人材不足問題が一般化し、肝心な対人サ－ビスの担い手の確保を困難な状況を生み、労働市場において破綻しつつあります。2009年介護報酬改定や障害者自立支援法の抜本見直し、さらに公的保育制度の見直しに関する課題は保育に止まる問題では収まらず、あらためてセ－フティネットしても機能再編が求められています。

２．公立社会福祉施設の民営化

　このような中、自治体財政健全化法、集中改革プランなど、公立社会福祉施設については、これまで多くの自治体で民営化されていますが、2009年の状況は、以下の通りになっています。

	
	特別養護老人ホ－ム
	養護老人ホ－ム
	保　育　所

	労使決着（2008年４月実施）
	１
	
	２

	労使交渉中
	３
	
	３

	移行条件について交渉中
	２（１）
	３（１）
	２

	検討もしくは動きがある
	13
	
	５


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（内は2009年度４月）継続事案等を含み調査中

３．単組の取り組み

　施設の民間委譲や指定管理者制度の導入は、組合員にとって雇用と身分にかかわる問題であり、2009年度定期大会・当面の闘争方針で確認した通り、①当局のうごきをつかむこと、②民間委譲などの提示がされた場合、などの提示がされた場合、地域も含めた反対運動を展開すること、③民間提案を受けざるを得ない場合、雇用の確保も含め、組合員の意向を尊重させるなどの取り組みを強化すること、④臨時・非常勤職員の組織化と委譲先の法人・事業団に労働組合を作ることを展望していくこと、などを実践していきます。

４．自治労道本部・地方本部の取り組み

　自治労道本部としては地方本部と連携し、単祖の状況について随時情報収集します。また、介護保険制度改革、障害者自立支援法改正、保育制度の規制緩和反対の取り組みを、自治労本部とともに進めていきます。

社会保障制度の改革推進への取り組み（衛生医療をめぐる情勢と取り組み）

１．衛生医療をめぐる情勢
総務省は、公立病院改革ガイドラインの策定に続き、公立病院に関する財政措置のあり方等検討会をスタートさせ、今後の交付税措置のあり方などを総務省に11月25日に報告しました。今後、総務省がどのような方向性を示すのか予断許さない状況です。

一方、道本部第49回定期大会以降、医療をめぐる道内の病院情勢が厳しさを増す中、各自治体・病院は、総務省が提示した公立病院特例債の検討を行い、道内病院の12 団体（全国56団体）総額136億円を申請しています。総務省は、申請時のヒアリングにおいて、今後の病院経営見通しや病床利用率、医業収支比率の改善方向や具体的方策を求め、医業収益の改善が明確でない場合には、医業費用等の圧縮を指摘しています。　

さらに、道内各自治体病院は公立病院改革プランの年度内策定に向け最終段階に入り自治体財政と病院改革プラン、自治体財政健全化法を背景に、自治体職員の賃金削減等合理化攻撃を中心に見直し検討を進めている自治体があります。

道本部・対策本部・衛生医療評としては、これまで地域医療確保と自治体病院の存続と地域における医師・看護師などの人材確保のため、道連合・地区連合・住民・医療提供者・利用者などとの連携を強め、地域医療確保キャンペーンに取り組んできました。自治体財政健全化法が実施段階となり自治体病院運営が厳しさを増す中ではありますが、引き続き、地域医療の中核となる自治体病院の存続と地域医療をまもるため、道連合・地区連合・地本・単組・衛生医療評と連携して、地域医療をまもるための活動を強化します。

２．道本部の取り組み

①　民主党北海道・連合北海道・各地区連合と協力・住民運動の強化を図ります。

②　公立病院対策本部での情報収集と公立病院改革プランへの対応と特例債発行団体への個別具体的取り組みを強化します。

③　道本部「全道病院集会」（２月予定）において学習会を開催し情報を共有し対応を協議します。また、「道本部学校・衛生医療コース」（４月予定）を開催し、衛生医療評議会役員を中心に組織強化に取り組みます。

④　北海道医療との意思統一を深めます。

３．地方本部・単組の取り組み

①　地本・単組は公立病院改革プラン策定にあたって、利用者・提供者等の公平な意見を反映し、地域における医療機能の維持を前提とした改革プラン策定となるよう、改革プラン策定情報の収集を行い、当初予算闘争への意見反映をめざし取り組みます。

②　公立病院特例債発行団体は、発行の際の収支計画等の把握に努め、病院運営形態等合理化が行われないよう努めるとともに、健全な経営が維持できるよう、最低でも繰り入れ基準に基づく繰り入れの実施等を求めるため、当初予算闘争への意見反映めざし取り組みます。

③　地本・単組・地本衛生医療評議会は、連合地協主催の春闘討論集会に積極的に参加し、地域医療検討委員会へ、地域医療をまもるため、積極的意見反映に努めます。

④　地方本部衛生医療評議会の活動を強化します。

⑤　地本衛生医療評議会と各基本単組との情報の共有化を進めます。

⑥　病院単独の職場合理化攻撃に対する取り組みの強化を進めます。
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